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令 和 ６ 年 度 事 業 報 告 

内海水先区水先人会 

令和６年度については、会員の品位を保持し、水先業務の適正かつ円滑な遂行に

資するため、本会会則第４条に規定する事業を実施した。 

 

１．重 点 事 業 

  利用者の信頼に応える水先業務の遂行と共に、引受窓口業務の円滑な実施を  

図り、本会の事業体制の確立及び事務所運営の整備等、推進に努めた。 

 

２．会員の現況及び異動 

前年度末現在 

在 籍 員 数 

期 間 中 の 異 動 本年度末現在 

在 籍 員 数 入 会 退 会 

１３３名 １０名 １２名 １３１名 

 

３．各 事 業 

  本年度は、次の具体的事業を行った。 

（１）適正化事業 

    ① 会員による水先業務の適正な運営に関する指導及び監督 

    ・業務連絡会並びに研修会（ＷＥＢ及び紙上開催を含む。）を年間

１７回実施した。 

    ・「水先人会における水先業務の検証」として、２３名に対して検証を   

実施した。 

    ② 会員の技術向上及び健康管理など品質管理に関する事業の推進 

    ・本会設備によるシミュレーター講習並びに研修を実施した。 

    ・ＩＳＯ品質マネジメントシステムによる内部、外部監査を実施した。 

    ・水先法に定める水先免許更新講習を令和６年５月２０日～令和７年

１月１０日の期間中に対象水先人２４名が受講した。 

    ・会員の健康管理については、会則第３８条による定期健康診断を実施し、

全会員が受診した。又、９月には、水先法に定める身体検査を全会員が

受診した。 

    ③ 品質向上に関する各委員会における検討の実施 

    ・理 事 会、事故防止対策委員会を開催し、品質向上に努めた。 

    ④ ユーザー対応窓口の運営による利用者意見の聴取 

    ・明石海峡安全対策協議会、備讃瀬戸交通安全調査委員会等に出席し、

同海域を利用する船社、荷主、漁業者等と安全運航に関しての意見

交換を行った。 

    ⑤ 公益法人会計基準に基づく経理処理体制の整備 

    ・東光監査法人による期中･期末監査の実施 
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    ⑥ 日本水先人会連合会の目的を達成し、併せて海事の振興に必要と認め

られる事業への協力 

    ・日本水先人会連合会の目的達成のために、諸会議･委員会に出席し、

発言を行った。 

    ・水先教育センター及び海技振興センターの事業への協力を行った。 

（２）水先人の養成関連事業 

    ① 登録水先人養成施設から委託を受けた水先修業生の水先実務に係る 

訓練の実施 

    ・１級水先修業生（６名）、進級２級水先修業生（２名）、３級水先修業生

（３名）の水先実務に係る訓練を実施した。 

    ② 新入会員に対する、船舶運航及び会員自身の安全確保並びに水先人と

しての業務運営に関する訓練の実施 

    ・新入会員に対する入会前の導入技術研修を実施した。 

    ・新入会員１０名（１級水先人６名、２級１名及び３級３名）に対して

陸上研修及び実船研修を実施した。 

    ③ 日本水先人会連合会から要請があった場合、他の水先区の業務支援に

関する協力 

    ・佐世保水先区、境水先区、細島水先区及び長崎水先区への派遣支援  

要請があったため、１級水先人による派遣支援を実施した。 

    ・水先業務の実施体制の維持に係る支援体制を整備するため、１級水先人が

下記水先区の複数免許を取得した。 

     境水先区（１名） 

    ④ 水先人会における所要の再教育訓練の実施及び連合会が実施する訓練

への参加促進 

    ・７月および１１月に開催された日本水先人会連合会主催の安全研修に

２２名が参加した。 

    ・５月に開催された日本水先人会連合会主催の新人研修に１級水先人

７名が参加した。 

  （３）業務取次窓口業務及びその他事業 

    ・水先業務の引受、並びに事前指名による水先要請の引受に関する事務を

適格に実施した。 

    ・上記事務を行うために引受事務要領の整備と料金収受事務を適格に

実施した。 

  （４）その他事業 

    ・本会の諸情報をホームページ経由で公開した。 

 

                                 以 上 


